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１．はじめに
　　　　
消防と医療の連携を推進し、傷病者の症状に応じた救急搬送及びその受入れをより適切かつ円滑に行うため、「消防法の一部を改正する法律（平成21年法律　　第34号）」が平成21年10月30日に施行された。

　　　これに伴い、大阪府においては、消防法第35条の５第２項各号に規定する「大阪府傷病者の搬送及び受入れの実施基準（以下、「実施基準」という。）」を平成22年12月に策定し、各二次医療圏において、地域の実情を踏まえつつ、実施　　基準に準じたルールを定め運用してきたところである。
実施基準を有効に機能させるためには、実施基準がルールどおり運用されているのか、救急患者が適切な医療機関に搬送され適切な医療を受けられたかなど、分析・検証していくことが重要である。

　　　堺市医療圏においては、消防法の改正に先立ち、救急患者の適切な診療の保障と病院前救護の質の向上を目的とし、堺地域ＭＣ協議会、大阪府堺市保健医療　協議会、堺市医師会、行政において、緊急度・重症度、症候、病態、必要とする処置等を考慮した疾病別受入れ医療機関リストと選定基準等を作成するために調整作業を行った。

その結果、平成21年12月1日より、堺市消防局管内を対象に、搬送と受入れの実施基準に準拠して救急搬送および検証を開始し、医療機関および消防機関に報告している。
大阪府では、年間45万件（平成24年中）を超える救急搬送及びその受入れを適切かつ円滑に行い、検証の前提となる大阪府内全域のデータを収集する必要があることから、現場の利便性を高め、負担を最小限にするため、これまで救急隊が紙で行っていた病院選定や救急搬送データの現場での電子化を可能とする、　スマートフォン等を活用した「大阪府救急搬送支援・情報収集・集計分析システム（「以下「ORION」という。」）を開発し、平成25年1月より運用を開始しているところである。

しかしながら、実施基準策定後４年が経過し、救急隊が現場で患者の状態を観察するための基準や医療機関を分類する基準など、個別のルールが大阪府内共通ではないため、他圏域との比較や圏域外への病院選定ができないといった問題が生じてきた。

また、これまでの観察基準は「病態別」に対応可能な医療機関を検索することとしてきたが、昨今では、傷病者を観察する立場で基準を設けることが重要と　　なってきた。例えば、諸外国で行われている病院前救護でのトリアージ手法や　　日本臨床救急医学会で導入・運用の検討が進められているＪＴＡＳ(※1)などは「主訴」を糸口に、「生理学的徴候」と「症状・徴候」を評価して緊急度を判断するように設計されている。平成25年度に消防庁にて開催された緊急度判定体系に関する検討会においても、ＣＰＡＳ(※2)を雛形にして「緊急度判定プロトコルVer.１救急現場」が作成されるなど、我が国でも、今後、生理学的徴候だけで　　　なく「症状・徴候」を加えた緊急度及び病態の判断が標準となっていくことが　　見込まれる。


そのため、「症状・徴候」から病院選定を行えるよう観察基準を見直し、各圏域における観察項目等と収集情報の共通化を図る。併せて、これまで具体的な基準を明記していなかった小児の傷病者についても、実施基準の対象として追記することとなった。　


２．実施基準改正にあたっての考え方
大阪府においては、「生理学的徴候」だけでなく「症状・徴候」を加えた緊急度　　　及び病態に応じた病院選定から迅速な搬送、迅速な医療の提供ができるよう、成人　及び小児の身体的異常のある傷病者について、実施基準を定める。

本実施基準で定める医療機関分類基準（第一号）、観察基準（第三号）及び選定　　　基準（第四号）については、大阪府下全域で統一化し、医療機関リスト(第二号)に　　　ついては、第一号に基づいて、堺市圏域において作成する。

伝達基準（第五号）については、標準的な基準を示し、これまでどおり、堺市圏域の救急搬送や医療資源の実態を勘案して、実状にあった基準を堺地域ＭＣ協議会が　策定し、運用する。

受入医療機関確保基準（第六号）及び府が必要と認める事項（第七号）については、大阪府下全域で統一化する。

　
３．堺市圏域における協議の場の設置について
　　　平成22年7月に堺市保健医療協議会医療部会の下に「傷病者の搬送及び受入れの実施基準等に関する検討小委員会」を設置し、既に稼働しているシステムをベースに堺市実施基準について協議を行った。平成24年11月に大阪府保健医療協議会が条例設置化されたことにより、小委員会を「救急医療体制調整部会」として検討の場とした。構成員は堺地域ＭＣ協議会、堺市医師会、堺市域救急搬送受入病院及び行政（消防局、健康福祉局）とした。
　　　また、検証については、堺市保健医療協議会医療部会二次救急医療体制調整　小委員会で実施してきたが、平成26年度からは、堺地域ＭＣ協議会の「搬送・受入れ検証会議」において引き続き実施している。
４．傷病者の身体的異常による救急搬送に係る実施基準
　　　堺市実施基準は、医療機関分類基準（第一号）、観察基準（第三号）、及び選定基準（第四号）、伝達基準（第五号）、受入医療機関確保基準（第六号）及び府が必要と認める事項（第七号）については、大阪府実施基準に準じ、医療機関　　　リスト（第二号）については、第一号に基づき堺市圏域において作成することとする。
　１．第一号に基づく医療機関分類基準

傷病者の心身等の状況に応じた適切な医療の提供が行われる体制を確保するために、傷病者の緊急度と特別な対応を要する病態（以下、「特定病態」という。）に応じて医療機関を以下のとおり６つの大区分に分類する。このうち、特定病態に　対する特別な対応が可能な医療機関を「特定機能対応医療機関」と呼び、各病態を　　中分類、それぞれに対して緊急に対応すべき機能を小分類で示す。また、「重症初期対応医療機関」は、緊急を要するものの、病態が特定できない場合や、ＣＰＡの初期対応が可能な医療機関とする。

また、「初期対応医療機関」には、地域の判断で二次救急告示医療機関以外の　　医療機関も含めることができる。

なお、傷病者が「透析患者」「精神科合併」「妊婦」のいずれかに該当する場合には、それら単独で搬送先医療機関の選定に影響するため、各医療機関は、「緊急　　透析」「精神科合併」「妊婦」の受け入れが可能かを明確にする。

本医療機関分類基準の基本枠組み及び各分類区分の医療機関に求められる診療機能は、以下のとおりである。

　〔大区分〕

ア　重篤－特定病態　　　 　 ：救命救急センター　　 （三次告示医療機関）

　　　　　　　　　　　 　特定機能対応医療機関 （二次告示医療機関）

　　　イ　重篤－非特定病態　　　  ：救命救急センター　　 （三次告示医療機関）

　　　　　　　　　　　　　　　　　  重症初期対応医療機関 （二次告示医療機関）

重症小児対応医療機関 （二次告示医療機関）

ウ　重症－特定病態　　　 　 ：救命救急センター　　 （三次告示医療機関）

　　　　　　　　　 　　特定機能対応医療機関 （二次告示医療機関）

エ　重症－非特定病態　　 　 ：重症初期対応医療機関 （二次告示医療機関）

重症小児対応医療機関 （二次告示医療機関）

初期対応医療機関　　 （二次告示医療機関）　　　　　　　　　　　 　

オ　中等症・軽症－特定病態  ：特定機能対応医療機関 （二次告示医療機関）

　　　　　　　　　　　  　　　　　　　初期対応医療機関 　  （二次告示医療機関）

カ　中等症・軽症－非特定病態：初期対応医療機関  　 （二次告示医療機関）

　　　　　　　 　　　　 二次告示医療機関以外の医療機関

　

初期対応医療機関は、対応可能な診療科別に分類する。二次告示医療機関以外の医療機関に関しては、地域の実状を勘案して、堺市圏域で必要に応じてリストを作成する。

〔特定機能別分類〕      

　＜中分類＞　　　　　　　　　　＜小分類＞

ア　脳血管障害　　　　　　→　ｔＰＡ

　　　　　　　　　　　　　脳外科手術

ｔＰＡ・脳外科手術

イ　循環器疾患　　　　　　→　ＰＣＩ等

                          心大血管外科手術

ウ　消化器疾患　　　　　　→　消化管内視鏡

　　　　　　　　　　　　　　　消化器外科手術

エ　外傷・外因　　　　　　→　手指・足趾の再接着

高圧酸素療法

　２．第二号に基づく医療機関リスト
　　別紙医療機関リスト参照

　３．第三号に基づく観察基準及び第四号に基づく選定基準

　　大阪府実施基準で定められた観察基準及び選定基準に準じる。
　４．第五号に基づく伝達基準

　　大阪府実施基準の標準的な伝達基準に準ずる。
　５．第六号に基づく受入れ医療機関の確保（受入医療機関確保基準）
大阪府実施基準で定められた確保基準に準じ、当該傷病者に適した分類区分に　属する医療機関の中から、搬送距離が短く、最短の時間で搬送できる直近医療機関を優先的に確保することを原則とする。

　６．第七号に基づく府が必要と認める事項

大阪府実施基準で定められた事項に準じ、今後も消防と医療のより一層の連携を図るため、ORIONの活用を推進していく。
５．データ集積に基づく検証・評価と見直しについて
堺市圏域では、「疾病救急トリアージシート＆救急活動記録票」により、病院前救護と診療情報のデータ収集を行い、調査・分析を実施している。これにより、　　医療機関へ円滑に収容がなされたかだけではなく、傷病者の病態に応じた適切な　医療機関の選定がなされているかや、医療機関の対応等を検証することにより　　「医療機関区分とその選定基準」の見直しを行ってきた。
今後は、救急隊の搬送支援・情報収集を行うスマートフォンアプリ等を活用したORIONと、平成26年10月の大阪府救急医療情報システム改修により、病院前　　救護における傷病者データと病院での診断・治療・転帰などの情報を一元化した　形で収集できるため、それらを活用した検証に取り組んでいく。
【検証項目例】
（１）集計データ

ア　病態別・受入れ後の対応、処置内容
イ　医療機関別・病態別・搬送人員数
ウ　搬送先選定困難例の推移（病態別）
エ　病態別、実施基準に基づく搬送か否か（実施基準遵守率）
オ　応需率、不応需の理由
カ　救急隊判断の陽性的中率、感度
キ　医療機関別登録状況　　　　　　　　　　　　　等

（２）事例検証

ア　救急隊活動の質の検証

（ア）患者観察、緊急度重症度評価、処置内容の適正性

　　　 （イ）実施基準を遵守したか

      （ウ）医療機関選定の妥当性

　　　（エ）情報伝達の正確性

　　イ　医療機関の対応の検証

　　ウ　実施基準運用の適正性　

　　エ　実施基準の問題点を抽出
　　
資料５－２





※1　JTAS（Japan Triage and Acuity Scale）


カナダの病院外来のための緊急度判定支援システムであるCTAS(Canadian Triage and Acuity Scale)を翻訳した日本版緊急度判定支援システム


※2　CPAS（Canadian Prehospital Acuity Scale）


カナダの病院前救護のための緊急度判定支援システム





消防法改正の骨子


第３５条の５　第２項　（実施基準）


１．医療機関を分類する基準


２．医療機関の区分と該当する医療機関名


３．傷病者の状況を確認するための基準


４．医療機関を選定するための基準


５．傷病者の状況を伝達するための基準


６．合意形成の基準と受け入れ医療機関の確保


７．都道府県が必要と認める事項


第３５条の６　（国→都道府県：情報提供・援助）


第３５条の７　（実施基準の遵守・尊重）


第３５条の８　（協議会）


　第１項　実施基準に関する協議並びに実施基準に基づく搬送及び


受入れの実施に係る連絡調整（調査・分析など）を行う


ための協議会を組織


（構成）


関係行政機関に、資料の提供、意見の表明、説明その他の


　　　　　協力を求めることができる。


都道府県知事に対する意見具申
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